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会社概要

会 社 名

設立年月日

事 業 内 容

資 本 金

役 員

取 引 銀 行

U R L

所 在 地

主 な 沿 革

加 盟 団 体

関 係 団 体

東京ワンセグ放送株式会社

2009 年（平成２１年）5月 25 日

放送法によるテレビジョン放送事業
コンテンツ制作及び販売
放送番組の企画、編成、制作及び販売
放送時間の販売
録画物、録音物、映画、出版物の企画・制作
及び販売
音楽制作及び販売
レコードの原盤制作及び著作権管理
書籍の編集制作及び出版
インターネットのホームページ制作
システム開発
コンピューターシステムの開発及び運用等
上記事業に附帯する一切の事業

5,050 万円（資本準備金 200 万円）

代表取締役　　森　勝博
取締役　　　　関　隆司
取締役　　　　田沼　絢子
監査役　　　　伊藤　和義
※取締役会設置会社　監査役設置会社

みずほ銀行、楽天銀行、巣鴨信用金庫、ほか

www.tokyo1seg-tv.co.jp/

東京メトロ日比谷線・・・・・・・神谷町駅下車　徒歩 8分
都営地下鉄三田線・・・・・・・・御成門駅下車　徒歩 8分
都営地下鉄大江戸線・・・・・・・赤羽橋駅下車　徒歩 10 分
都営地下鉄浅草線・大江戸線・・・大門駅下車　　徒歩 10 分
ＪＲ山手線・京浜東北線・・・・・浜松町駅下車　徒歩 15 分

東京都港区芝公園 3-5-8
機械振興会館本館 B201-5
TEL     03-3433-8851
FAX    03-3433-8852

東京MXTV「うたコン」番組制作・著作
総務省・ホワイトスペース特区に認定
秋葉原エリア放送開局　（地デジ 14ch）
NEXCO東日本「ドラぷら TV」の放送番組を全て制作
茨城県行方市の市内全域を視聴サービスエリア（国内最大）とするエリ
ア放送（地デジ 52ch）の開局から運営に至るコンサル（４年間継続中）
北海道勇払郡安平町のエリア放送に関するコンサル

エリア放送開発委員会
　（事務局：ＹＲＰ研究開発推進協会）
TVホワイトスペース等利用システム運用調整協議会
　（事務局：電波技術協会内）

株式会社メディアビジネス総合研究所
特定非営利活動（NPO）法人　日本インディーズ音楽協会
一般社団法人　東京ニューシティ管弦楽団
（公益社団法人　日本オーケストラ連盟　正会員）
株式会社東京ニューシティエイジェンシー



（人口知能）AI

１．提案内容について１．提案内容について

● 概要
　デジタル放送によるＩＰＤＣ及び通信を活用した物流効率化促進サービス

● サービス名：Logico（ロジコ）
　　※Logistics Communication（１）提案するシステム概要および名称
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システムファイル

団体・企業・一般消費者等

各種物流情報

IPDC 形式を使用

放送波
倉庫・物流センター

軽貨物トラック運送事業者

その他の物流インフラ

陸上貨物トラック運送事業者

各種物流インフラ

各種物流システム
物流周辺システム
各種情報データ

荷　主

インターフェース
・データサーバー
・配信サーバー

放送波

通信
ネッ
トワ
ーク

※IPDC（IP DataCas）t



１．提案内容について１．提案内容について
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システムの概要（２）

　本システムは、地上デジタル放送波上に
IP データを乗せて配信する技術である
IPDC 方式を用い、放送と通信の得意分野を
融合した、近未来型の新しい情報メディア
を広く国民に提供し、国民の一層の安心安
全と豊かで利便性の高い生活環境の構築に
資するものです。
　放送の即時一斉同報性と通信の双方向性
を組み合わせた今までにない、新しいサー
ビスの提供を可能にすると推測されます。
　特に、国内標準（世界標準）型物流情報（シ
ステム）を放送と通信を融合させることで、
経済の根幹を支える物流（流通）の効率化
と高度化に大きく貢献するものです。
　例えば、通信販売の台頭と貨物の大手宅
配便事業者への一極集中が強まるなか、長
時間労働、ドライバーの減少と高齢化、運
賃の高騰等、物流を取り巻く社会環境は厳
いものとなっています。

　一方で、受注量が減少し、経営難の物流
事業者も多く存在しています。
　この要因は様々ですが、情報化の遅れと
いう旧態依然の業界体質、大手事業者にお
いても協力会社との情報の共有や連携が希
薄で孤立化が進行しています。情報伝達の
大半が、アナログで行われているのが現状
です。また、貨物輸送の受注は、荷主（メー
カーなどの本来の荷主）→元請け（メーカー
の物流子会社）→下請け→孫請けといった縦
社会になっています。もちろん、情報伝達は、
アナログで行われているのが一般的です。

　本システムは、国内標準化物流システム
（世界標準に準じたもの・今だ存在しない）
を事業者へ業態に合わせて提供し、事業者
と一般消費者を含む荷主間をシームレスに
情報のネットワーク化をするとともに、ト
ラックなどの輸送手段、配送センター、倉
　

庫など、事業者　各社のインフラも情報化・
共有化（シェア）するなどして、効率化・
高度化を行うものです。また、人口知能
（AI）を駆使し、全体の運用および管理を行
うことにより、物流（流通）データの集積・
解析しビッグデータの活用に繋げます。
　これを実現するため、放送と通信を融合
させた情報伝達手段が必要とされます。
　物流は国内全域をサービスエリアとする
ことから、使用する放送帯域は V-High 
(207.5MHz~222MHz・14.5MHz、33 セグ
メント ) です。受信用端末には、多機能な
専用チューナーを取り付け、視聴およびデ
ータの送受信を行います。
　さらに、通信では一般的なものとなって
いるストリーミング、蓄積型、リアルタイ
ム型の配信を放送で行います。
　また、段階的にエリア放送との連携を行
い、地域の情報化促進と活性化にも資する
もののと考えています。



１．提案内容について１．提案内容について
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物流を取り扱うことから、

プラットホームは国内最大へ。

付随サービスも展開。

プラットホーム
WEBWEB

・一般消費者

　※宅配便等の貨物

・一般企業

・その他

集配送依頼

●契約なし（一限荷主）

・一般企業

・WEB ショッピング運営企業

・通販企業

・ふるさと納税関連企業

・一般消費者

・その他

●契約あり

当該配布システム

集配送依頼

契約会社の
受注システム

加盟物流企業

物流インフラを共有化（シェア）
トラック・鉄道・船舶・航空機
倉庫・配送センター・その他

インターフェース 既存物流システム

企業間をシームレスに連携

標準化された

物流企業の業態に合った

物流システムを提供

標準化された

荷主の業態に合った

物流システムとサービスを提供

※インターフェース：異なる

機器・装置・システムの間を

接続して、交信や制御を可能

にする装置やソフトウェア。

・データサーバー

・配信サーバー

互換性を提供

当該配布システム

（人口知能）AI

物流ネットワークシステムの概略



　ＩＳＯ準拠の物流ＥＤＩ（物流ＥＤＩ・ＪＴＲＮ）を使用す

ることから国際的な物流戦略の構築が可能であり、我が国産

業界における国際競争力の強化に貢献するものとなります。

　物流事業者及び荷主事業者等、産業界全体を横断的に利用

可能な物流ネットワークシステムを提供するとともに、一般

消費者も利用可能にすることで、大幅な物流効率化と物流コ

スト削減、商流に至るＳＣM が可能になります。また、蓄積

されるビッグデータの活用にも期待がもたれます。

【効果】

　SCM が容易に可能となり、荷主ニーズに合った物流戦略が

構築できる／大幅な物流コスト削減が可能になる／物流・流

通におけるビッグデータが利用でき戦略的活用が可能に／積

載効率を大幅に向上させ、実車回数を減少させることが可能

になる／輸送効率が高くなり二酸化炭素排出量が大幅に削減、

環境改善に効果がでる／鉄道等モーダルシフトへの移行がス

ムーズになる（環境に貢献）／非常時において自社物流が遮

断された場合、物流企業及び荷主企業への物流機能代替サー

ビスを提供できる／緊急物資輸送が迅速にスムーズに行える

／物流事業者間の連携が容易に可能となり、効率的な配送が

できる／資金力の弱い零細物流事業者においては、大手物流

事業者と同様なサービスを顧客に提供できる／既存インフラ

（施設・設備・車両・船舶・航空機等）の共用利用で、最小限

の投資で構築できる。

１．提案内容について１．提案内容について
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システムの概要（２）

クラウド

一般荷主企業・団体

一般消費者 ※モバイル端末からも
集荷依頼を可能にする。
（専用アプリ）

物流事業者間における物流システムの
ネットワーク化（相互接続）を行う。

オペレーションセンター

海外の荷主企業・団体
一般消費者

ＩＳＯ準拠の物流ＥＤＩ

データセンター

標準化物流ネットワークシステム



１．提案内容について１．提案内容について
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システムの概要（２）

【物流システム標準化の意義】
１．国内において、究極的な物流効率化により国内産業経済

の活性化を図るとともに、災害時における緊急物資輸送を円

滑かつスピーディーに行える物流ネットワークの提供など、

国内の基幹的社会インフラとして、強力に社会貢献を果たす

ことにあります。

２．ＩＳO に準拠した物流言語を使用するなど、世界で初め

ての「世界標準の基幹物流ネットワークシステム」を、我が

国が世界に先駆けて開発・運用・世界に供給（利用させる）

ことで、国際的な経済競争に打ち勝つための戦略的物流ネッ

トワークシステムであるという側面を兼ね備えています。

３．本システムは、国内の各物流事業者が独自に運用してい

る現状の物流システムを本システムのネットワークに接続す

ることにより、複数の物流関係事業者との相互連携や、大幅

な物流効率化とコスト削減を図ることが可能になります。ま

た、荷主事業者側のシステムとの互換性を持つことで、産業

界を横断した物流ネットワークを形成。物流戦略の立案・実

践など、大きな付加価値を創出することが可能となります。

４．さらに、独自の物流システムを所有しない中小零細事業

者（物流系・荷主系）に対し、その業務に必須である物流ネッ

トワークサービスを提供することにより、物流産業界の活性

化はもとより、荷主側産業における競争力の増強にも繋がる

など、多面的に大きな効果が期待できます。

５．一元化されたネットワークシステムを物流事業者、荷主

事業者、一般消費者が利用することにより、物流系ビッグデー

タの活用、ＳＣM（サプライチェーンマネジメント）を可能

にするなど、多くの戦略的メリットとともに、国内最大級の

基幹物流ネットワーク網の構築・世界標準としての運用が望

まれています。

【SCMとは】

原料・部品や資材から商品を生産し、卸や小売りなど流通を経由

して顧客に届けるまでのモノの流れを「サプライチェーン」と呼

びます。サプライチェーン・マネジメントとは、一連のモノの流

れを正確に管理（マネジメント）することによって、チェーン全

体の経営効率を最適化する経営手法のこと。



１．提案内容について１．提案内容について
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システムの概要（２）

究極のＳＣＭを可能にする標準化
物流ネットワークシステム

究極の SCM

J 運輸

I 運輸

LOGICO
戦略情報システム

原材料
工場

メーカー

問屋

小売店 消費者

倉庫

A社
B社

C社

D社

L運輸

K運輸

H運送

G運送

E社

F社

決済金融機関

利用料金等

　図は、一般的な商品等の流
通経路を示しています。
　企業努力でメーカー直送な
ど流通経路の合理化を行って
いるところもあります。
　しかし、図のように A 社か
ら F 社まで全て取引がある、
という企業は皆無でしょう。
　さらに、A 社と B 社を繋ぐ
G 運送は別会社であったりと
取引の一元性はほとんど無い
のが現状です。
　安価で、業態にあった物流
システムを提供して、情報を
繋げて行くことで、究極の
SCMの実現を可能にします。

　当社が提供する SCM（サプライチェー
ンマネジメント）の考え方は、物流に視
点を当て、物の流れを一貫して追跡し、
データ化し利用するものです。
　一般的に商取引は、物の流れ（流通）
過程の中で部分的で完結しています。例
えば、「メーカーと問屋」、「問屋と小売店」
のように、流通過程が小刻みの関係が一
般的です。このような状態では、SCM を
提供することは至難の業です。
　標準システムは調達物流から一般消費
者（川上から川下）に至るまで、一貫し
た情報データの蓄積・利用を可能にする
ものです。
　また、集積されたビッグデータは、多
面的、複合的に利用することで、更なる
付加価値を創出するものです。



１．提案内容について１．提案内容について

（２）参入主体
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設立準備中

東京ワンセグ放送株式会社 日本ユニバーサル放送株式会社

放送事業
利用運送事業（物流事業）

※貨物利用運送事業とは、貨物の運送を業として有
償で運送する事業のうち、実運送事業者の行う運送
を利用して行う事業。
実運送：貨物自動車・鉄道・航空・船舶

グループ会社



２．サービスについて２．サービスについて
（１）想定しているサービスの内容及び需要見込み
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（１）需要見込み

　顧客は、陸海空の実運送事業者、地方自治体（ふるさと
納税の物流）、一般企業、一般市民等。効率化・高度化物流
システムを提供し、ローコストと利便性を追求。専用のプ
ラットホームでメディアビジネスを併せて展開。
※左表は、陸上貨物運送事業者に対しての需要供給で試算
したものです。

（２）既存システム・既存サービスでの対応

１）物流システムにおいては、企業単体のみで使用するも
のが主流で、企業間のネットワークを構成するシステムは
存在していません。
２）企業間ネットワークを組む場合、企業間のセキュリ
ティーをどうするかが課題となります。必要な情報だけを
放送で一斉同報（IP により視聴エリアを複数に分けて放送
することも想定）することのほうがが効果的です。
３）放送の場合、受信側のデータ伝送速度は通信より劣る
という考えが一般的です。しかし、受信側のシステム機器
を複数で構成し、それぞれが決められた IP 信号だけを受信、
同時に主装置がバラバラの IP データを一体化することによ
り、無限大ともいえる通信速度が可能になります。

宅配個数は、

売上予測



２．サービスについて２．サービスについて

（２）想定サービスエリア

（３）サービス開始に向けた計画及び想定される課題
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●全国（物流事業を行うことから）

●サービス開始：２０２０年のサービス開始を目指す。
●想定される課題：ＩＰＤＣが地上波では初めてなので、
　不具合等問題が出ないかの実証が必要。



３．制度・技術面について３．制度・技術面について
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●広域でのサービス
●フェージングが無い
●基地局コストが安い
●トラック等の移動体に最適

（１）VHF 帯の使用を必要とする理由

（２）希望する無線局の種別及び無線局の目的

（３）利用を希望する周波数、占有周波数幅

●無線局の種別：特定地上基幹放送
●使用目的：物流の標準化・効率化・省力化

●周波数：207.5～222MHz（全帯域）
●送信出力：（主な送信所）札幌 5kW・東京 10kW・名古屋 5kW・大阪 10kW・福岡 5kW
　　　　　　　　　　　　※サテライト 10～100W



３．制度・技術面について３．制度・技術面について
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●ＩＰＤＣ方式により、災害・緊急専用チャンネルを設けます。　※TS 

●ＩＰＤＣ配信にのみ使います。放送ではないので番組表はありませんが、逐次データ更新時に
　タイムシャアリングによりバンド幅にあわせて送出します。
　映像を見せる場合、蓄積型ファイル配信になります。　※ライブ放送も想定
　※ ARIB TR-33 準拠

（４）想定する周波数の利用形態

（５）周波数の有効利用に関する取組

● 国内に実績のある放送技術 TR33 テレビ徳島実証実験データ

（６）国内・国外における技術開発動向



３．制度・技術面について３．制度・技術面について
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● 実証実験を希望します。
● 開始時期：2019 年 6月
● 場　　所：茨城県行方市内
● 実施期間：約１ヶ月間  

（７）技術基準等に向けて想定される課題

（８）今後、実験試験局等による実証希望の有無と開始時期・場所・期間

●IPDC 活用において、固定・移動の受信端末の普及拡大。




